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１.私たちの思いと調査概要
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１．障がい者雇用に関する経営実態調査について

経営・マネジメントに特化した、障がい者に係る調査を毎年かつ継続的に実施させて頂きたい。
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障がい者の
経営・マネジメントに
特化した調査

経年で定点観測
できるデータ

（変化・潮流の把握）

経営戦略、
マネジメント方針の
検討に役立つ

経営トップ、
親会社との対話の
材料を提供

制度改正や
社会的関心の
契機になる
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１．障がい者雇用に関する経営実態調査について

特例子会社向け調査、上場企業向け調査を実施。
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アンケート調査 実施概要

特例子会社向け調査 上場企業向け調査 （4分類で実施）

回答社数：１４２社
（回収率：約４６．４％）

実施時期：2015年8～9月
実施方法：郵送法

特例あり＆自社雇用

21社
（9.7%）

特例なし＆自社雇用

161社
（74.2％）

特例あり＆自社雇用なし

3社
（1.4%）

特例なし＆自社雇用なし

32社
（14.7%）

回答社数：２１７社
（回収率：約６．７％）

注記）
住所不明などの理由で全ての対象事業者に調査
票を配布できたわけではない。
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１．障がい者雇用に関する経営実態調査について

具体的な現状や企業の課題・工夫を知るために事例調査も実施。
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先進企業事例 実施概要

実施時期：2015年6～7月
実施方法：訪問によるインタビュー及び実地見学（一部）

特例子会社調査
（6社）

特例子会社を持
たない企業調査

（3社）

1. 御社の障害者雇用の概要・位置づけについて
2. 障害者雇用に関する経営・運営の現状について
3. 経営・運営上の課題・ボトルネックについて
4. 人材マネジメント上の現状・課題について
5. 障がい者雇用・特例子会社に関して期待する調査

や情報発信について

1. 特例子会社の概要・位置づけについて
2. 特例子会社の経営・運営について
3. 経営・運営上の課題・ボトルネックについて
4. 人材マネジメント上の現状・課題について
5. 特例子会社・障がい者雇用に関して期待する調査

や情報発信について

文献・WEB調査
（60論文程度）

注記）
上記以外にも社会福祉法人等も訪問調査実施。
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2.経営から見た障がい者雇用とは？
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２．経営から見た障がい者雇用について

障がい者雇用は、制度面・経営面の２つの変化に直面している。
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＜変化１＞

制度面
＜変化2＞

経営面

障がい者雇用

障害者雇用促進法の改正
（平成２８年４月施行）

ダイバーシティ・マネジメント
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２．経営から見た障がい者雇用について
制度面では、差別禁止・合理的配慮などが求められ、平成30年には法定雇用率が上昇する
可能性も。
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＜変化１＞

制度面

障害者雇用促進法の改正
（平成２８年４月施行）

障害者雇用促進法の改正
（平成３０年４月施行）

雇用分野での差別禁止

合理的配慮の提供義務

相談体制・苦情紛争処理解決支援

精神障がい者の
法定雇用率算入

法定雇用率の上昇？
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２．経営から見た障がい者雇用について

ダイバーシティ・マネジメントの深まり・広がりが「障がいのある社員」まで届く局面に到達。

8

＜変化２＞

経営面 障がいのある社員

高齢の社員
（2007年以降のナレッジ喪失の回避）

買収・連携した企業の社員
（合併・連携後の組織文化ギャップに対応）

外国人社員
（グローバル化による社員の多国籍化に対応）

女性社員
（女性社員の増加・将来の労働力不足に対応）

個を活かす
組織へ

対
象
領
域
の
広
が
り

対象領域の深まり

出所）経営戦略としてのダイバーシティマネジメント

（森沢・木原、知的資産創造 2005年9月号、野村総合研究所）
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２．経営から見た障がい者雇用について

障がい者雇用も、企業ブランド向上、効率性向上、イノベーションなどの実現に寄与。
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＜変化２＞

経営面

ダイバーシティ・マネジメント
年齢・性別・国籍などの多様な属性や能力を持つ社員を適切にマネジメ
ントして企業価値を高めること。

企業ブランド
向上

効率性向上 イノベーション

障がい者雇用によるダイバーシティ・マネジメントの価値

CSR
企業の社会性の向上

業務集約による効率
性向上

新たな視点・異質な
視点の提供

新工程、新サービス・
新商品開発
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２．経営から見た障がい者雇用について

ダイバーシティ・マネジメントの「機会・可能性」としてのポジティブな面に着目すべき。
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＜変化２＞

経営面

ダイバーシティ・マネジメント
年齢・性別・国籍などの多様な属性や能力を持つ社員を適切にマネジメ
ントして企業価値を高めること。

労働力不足、国際化、高齢化社会などの環境変化から、
多様な属性・能力の人材を何とかうまくマネジメントしなくてはならない

義務・
脅威

多様な属性・価値観・働き方をする人材の活用を通じて、
画一的人材だけでは難しかった“新たな価値”を実現する

機会・
可能性
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３.障がい者の価値を引き出す経営とは？
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

関心が薄い、特例子会社任せ、どう扱ってよいかわからない、というスタンスになっていないか？
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問題意識

どのように接すれ
ばよいのだろう？
配慮は必要だし…

特例子会社を
作ったから

あとは任せた！

法律上の義務
は果たしている

？
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？
障がい者の価値を経営戦略レベルで引き出すためには関心、理解、活用に向けた環境作りが
必要。
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•仲間と認識

•重視する

関心を

払う

•価値を知る

•思いを知る

理解

する

•価値を発揮で

きる環境・位

置づけを作る

活用

する

価値実現に向けたステップ
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

調査の結果、障がい者雇用への関心は高いことがわかった。
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56.7% 41.1% 2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親会社は、障害者雇用の重要性を認識している(N=141)

障がい者雇用への関心（特例子会社）

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

66.7%

46.0%

28.6%

46.0%

4.8%

8.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（特例子会社有上場企業）障害者雇用は、貴社の経営にとっ

て重要な問題である(N=21)

（特例子会社なし上場企業）障害者雇用は、貴社の経営に

とって重要な問題である(N=161)

障がい者雇用への関心（上場企業）

とてもそう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない

特例子会社

上場企業
（特例アリ）
（特例なし）

出所）障がい者雇用に関する経営実態調査、野村総合研究所、2015
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92.3%

76.8%

28.9%

20.4%

22.5%

7.7%

0.0%

9.9%

2.1%

3.5%

18.3%

2.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

法定雇用率の達成

CSRへの貢献

地域貢献

ダイバーシティ経営への貢献

ノーマライゼーション推進への貢献

売上・利益への貢献

親会社・グループ会社の業務改善のきっかけ

親会社・グループ会社の効率化のきっかけ

親会社・グループ会社の事業開発への貢献

親会社・グループ会社の役職員への啓発

企業ブランドの向上

その他

特例子会社に聞いた「親会社が特例子会社に期待している価値（最大3つ）」

(N=142)

３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

親会社が特例子会社に期待する価値は、「法定雇用率達成」と「CSRへの貢献」が断トツ。

15
出所）障がい者雇用に関する経営実態調査、野村総合研究所、2015
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

「親会社が期待する価値」と「特例子会社が発揮できると考えている価値」にはギャップが存在。
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1.9%

11.3%

5.7%

20.8%

11.3%
17.0%

0.0%

11.3%

0.0% 5.7%

11.3%

3.8%

特例子会社に聞いた「特例子会社と親会社で最も価値認識にギャップがある

もの」 法定雇用率の達成

CSRへの貢献

地域貢献

ダイバーシティ経営への貢献

ノーマライゼーション推進への貢献

売上・利益への貢献

親会社・グループ会社の業務改善の

きっかけ
親会社・グループ会社の効率化の

きっかけ
親会社・グループ会社の事業開発へ

の貢献
親会社・グループ会社の役職員への

啓発
企業ブランドの向上

その他
(N=53)

相対的にギャップが
多い価値

ギャップがある、と回答した特例子会社が全体の約４割
出所）障がい者雇用に関する経営実態調査、

野村総合研究所、2015
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

障がい者の価値を発揮してもらう経営は、「理解」の部分で断絶が生じている可能性がある。
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•仲間と認識

•重視する

関心を

払う

•価値を知る

•思いを知る

理解

する

•価値を発揮

できる環境・

位置づけを

作る

活用

する

価値実現に向けたステップ

障がい者雇用そのもの
への関心はアリ

法定雇用率・CSRが特
に重視

約４割の特例子会社
が「価値のギャップ」を感
じる。

ダイバーシティ経営、効
率化、業務改善、啓
発、ブランド等は価値と
しての認識が少ない

なぜ、「理解」の部分で断絶が生じているのか？
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

断絶の原因の１つは、「交流不足」ではないか？

18

27.9%

57.9%

5.7%
8.6%

交流する機会の必要性を感じて

おり、十分に交流している

交流する機会の必要性を感じて

いるが、十分には交流していない

交流する機会の必要性を感じて

いないが、交流が行われている

交流する必要性を感じていない

し、特に交流の機会もない

(N=140)

特例子会社における親会社との交流の現状と希望

出所）障がい者雇用に関する経営実態調査、野村総合研究所、2015
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？

では、どのような“交流”を行えば、次のステージである『理解』に進むことができるのか？

19
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？
“日常業務の中における交流”や“仕事の十分な発注”が親会社との関係の維持・向上に効果
的と回答されている。
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14.4%

16.5%

6.5%

2.2%

32.4%

28.1%

0.0% 0.0%

親会社との関係を維持・向上するために、最も効果的だと感じているもの

親会社、グル―プ会社から貴社の社長が

専任で選任される

親会社、グループ会社の社長や役員等が

貴社の社長を兼務している

親会社の社員が人事ローテーションの一環

で配置される

親会社の社員・役員とグループ内でイベン

ト等の交流がある

親会社の社員・役員と日常業務の中で交

流がある

親会社は充分な仕事を発注してくれている

関係は特に持っていない

効果的なものはない

(N=139)

人事的な交流
（約4割）

出所）障がい者雇用に関する経営実態調査、野村総合研究所、2015
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？
交流による「理解」を実現する上では、“本業への貢献”と“直接的な接点”がカギになる。
それぞれを軸に、「交流」の在り方を考えることが、次の在り方を考えるヒントになる。
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本業への貢献

直接的な接点

 特例子会社が親会社・グループ
会社以外の顧客を対象として積
極的に事業展開する

 本業で提供する商品やサービス
の付加価値を高めるもの（例：顧
客向けの紙袋のラッピングなど）
を作る

 障がいのない社員の近くに席を
構えて、分担された業務を実施
する

 簡単な仕事の受注や質問・打合
せを敢えて障がいのある社員に
任せる（単独で実施する）

 社内便、オフィスの清掃等、多く
の執務スペースを物理的に回遊
する仕事を任せる

 障がいがある社員が間接業務に
際してメールや電話でコミュニ
ケーションを行う

 スポーツやクラブ活動を通じた
交流

 障がいのない社員と障がいのあ
る社員のコミュニケーションの促
進（例：感謝カードなど）

交流により理解を高めるために
必要な２つの視点

①本業への貢献 ②直接的な接点

『理解』を高めることにつながる交流の分類
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？
株式会社三越伊勢丹ソレイユでは、本業の重要な価値に貢献する業務を通じて
『理解』が深まった。
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本業への貢献

接客業務

お客様

売上・利益に
つながる本業

障がいの
無い社員

障がいのある
社員

＜業務＞
袋にリボンを
貼りつける

知的障がい者の正確
で集中できる特性を
活かした反復業務

特例子会社幹部・
ミドルマネジメント

交流：
業務を一緒にやっている仲間

としての理解

商品用の
袋

実際にリボンの付いた袋
を日常的に目にする。

自分たちの業務時間が
削減されていることの理解

理解と感謝
自分たちの仕事が企業価値のどこに

貢献しているのかを説明

本業の中心的な業務に
自分たちが貢献している
ことへの理解

仲間意識の醸成

理解と誇り

①本業への貢献

株式会社三越伊勢丹ソレイユ：百貨店経営グループの特例子会社
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？
株式会社アイエスエフネットでは、経費精算業務を通じて、業務上の直接的な接点を必ず持て
るような仕組みを導入し、『理解』を“強制的”に促進した。
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Before After

親会社

特例子会社に仕事を
出してあげている

特例子会社

“理解”不足を原因と
する誤解を含む認
識・態度

親会社特例子会社
経費精算
業務

直接的接点：精算締切2日前の注意喚起

経費精算を任
せたから本業に
集中できる

直接的接点：経費精算時には必ず特例子
会社を経由せざるを得ない仕組みを構築

気配りに溢れた
良い仕事相手の貢献や特性を

理解し、良好な関係
を構築しつつ、企業
価値を高める

②直接的な接点
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３．障がい者の価値を引き出す経営とは？ーまとめ

24

制度面・経営面で新たな潮流変化が起きており、特に経営面ではダイバーシティ・マネジ
メントの観点から、障がい者を活かすマネジメントが求められる。

経営は障がい者雇用への『関心』は高いが、『理解』が十分でない。

 “発揮できる価値”について、親会社と特例子会社の間でギャップが生じている。

『理解』を阻害している原因の１つは“交流”の不足。

『理解』を促進するためには、“業務を通じた交流”が重要。
 特に、①本業への貢献、②直接的な接点、のある業務の遂行が効果的だと考えら
れるが、業種や障がい特性、企業の歴史で最適なあり方は様々。

では、大事な「業務」はどうすれば増やすことができるのか？
（業務・雇用編へ続く）


